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研究成果の概要（和文）：　極低出生体重児（出生体重1500g未満の児）の発育には、より強い育児のストレス
や困難感に対する養育者のレジリエンスが児に影響を及ぼす可能性がある。本研究は、極低出生体重児に関する
医療情報を情報通信技術を利用し、病院と養育者とで共有するアプリケーションを開発・活用できるかを検討し
た。
①医療機関内の電子カルテシステム等から共有する情報を自動的に収集するシステムの構築、②医療機関内から
施設外システムへの医療情報の転送、③診療レベルの情報の患者家族との共有を達成できた。利用者に大きな行
動変容を起こすまでには至らなかったが、利用者への調査から入院中からのアプリケーション利用の希望が多く
寄せられた。

研究成果の概要（英文）：　The development of preterm infants less than 1500 g may be affected by the
 resilience of caregivers to the stresses and difficulties of more intense childcare. This study 
examined the possibility of developing and utilizing an application to share medical information on 
preterm infants between hospitals and caregivers using information and communication technology.
We were able to achieve the following three goals: 1) development of a system that automatically 
collects information to be shared from electronic medical record systems and other systems within 
medical institutions, 2) transfer of medical information from within medical institutions to systems
 outside the institutions, and 3) sharing of medical-level information with patient families. 
Although our study did not result in a significant change in behavior among users, surveys of users 
indicated that many requested to use the application from the time they were hospitalized.

研究分野：医学
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研究成果の学術的意義や社会的意義
　医療機関内の電子カルテシステム等から共有する医療情報を自動的に収集し、個人情報を保護しながら診療情
報をNICU退院児の養育者との共有を達成するアプリケーションを開発できた。
　医療機関の電子健康記録(EHR)と小児医療患者(養育者)のパーソナルヘルスレコード(PHR)を電子的に共有でき
るシステムは、小児医療以外の医療分野の患者の生活支援に活用できる可能性、将来的には臨床研究登録、追跡
調査などにも活用できる可能性がある。本研究では利用者に大きな行動変容を起こすまでには至らなかったが、
利用者の行動変容につながる内容や活用法を継続的に研究していく予定である。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 

１．研究開始当初の背景 

先進国での早産の割合は増加傾向にあるが、一方で医療技術の進展に伴い生存率は改善

している。わが国は世界で最も低い新生児死亡率を示す国である一方、新生児の出生体重が

減少しつづけており、また出生体重が 2500g にとどかない低出生体重児の割合が約１割に

達している。出生体重が 1500g 未満である極低出生体重児は、とくに脳を含む臓器の未発達

のために、身体的および神経学的な様々な健康問題を抱えやすい。これらの負担は本人や家

族、社会にとっても長期的な影響を与え得る。神経・認知的問題としては、脳性麻痺や精神

発達遅滞、視覚・聴覚障害、注意欠陥などが生じやすいと言われているが、わが国では脳性

麻痺などの重症神経障害の発症率は、早産・低出生体重児の割合の増加にもかかわらず年々

減少している一方で、極低出生体重児（1500g 未満）を対象とした研究の多くが、認知障害、

成績不振、留年、補習の援助の必要性といった、小児期や思春期に及ぶ継続した影響を報告

している。これらの学習等における困難は、神経感覚障害のない、標準的な IQを持つ子ど

もにも見られ、また男子に多いことも報告されている。極低出生体重児のメンタルヘルスを

調査しているケース・コントロール研究を対象にしたメタ分析では、11-20 歳において極低

出生体重児が臨床的問題となる不安障害を抱えるリスクは、オッズ比にして約２倍であっ

たと報告されている。 

近年、様々なリスク要因を抱える子どもであるにも関わらず、良好な発達を遂げている子

どもについて、個人内または環境要因の両者を活用しながらストレス状況に対応すること

のできる精神的快復力を現す「レジリエンス」という概念から様々な研究が行われてきてい

る。Margalit& Kleitman（2006）は，レジリエンスを備えている母親は育児ストレスが低く，

高い首尾一貫性の感覚や，強い家族のつながりが母親のレジリエンスに関連することを明

らかにしている。 

極低出生体重児の認知機能障害は、思春期や成人早期まで継続した影響を及ぼすという

報告がある一方で、認知機能の障害は家庭や学校といった環境的な要因によって緩和され

得るとも指摘されている。発達に遅れやがある子どもや，行動に問題がある子どもをもつ母

親を対象に，母親のレジリエンスを促進することを目的としたプログラムを適用すると，子

育てストレスの低減と家族支援に有用であることが報告されている。レジリエンスは特別

な能力や特性ではなく誰もが保有し得るものであり、どの年代の人でも伸ばすことができ

るとされていることから、母親の養育レジリエンスも成長させることができると考えられ

る。 

ストレス研究では、日常的に誰もが経験するささいな出来事（daily hassles）のほうが、

近親者の死亡などのネガティブなライフイベントよりも、心理的健康を予測する要因とな

りうることが明らにされている。子育て場面での不快な出来事を経験しても、子育ては決し

て放棄することが許されないため、子育てストレスは母親にとって強い負荷となると考え

られ、しばしば早産・低出生体重児においても、養育者のレジリエンスが高いと思われる症

例の方が、児の予後が良いということが経験される。しかしながら早産・低出生体重児の養

育者のレジリエンスを評価した報告はほとんどない。従って、医学的なハイリスク児である

にも関わらず予後がよい児の養育者のレジリエンスと、そうでない養育者のレジリエンス

について、検討を行う必要がある。また養育レジリエンスは成長させることが可能であるな

らば、レジリエンスを促進させる介入により、養育者のストレスや子どもとのかかわり方が

改善し、児の予後に良い影響を与えるのかを明らかにする必要がある。 

  



２．研究の目的 

様々な疾病や傷害等の課題を抱える可能性の高い低出生体重児、とくに極低出生体重児

の養育には健常児以上に様々な困難が生じる。様々なストレスが生じる極低出生体重児の

養育者へレジリエンスを向上させる介入を行う事による養育者のストレスや子どもとのか

かわり方への影響を検証した。本研究では、母親のレジリエンスに影響を及ぼす因子として、

「子どもの特性の理解（母としての肯定感）」、「子どもの疾病等に関する知識の習得（ペア

レンタル・スキル）」に焦点をあて、これらを向上させることに主眼をおき、時間的制約を

生じないスマートフォンアプリケーションによる子どもの特性に応じた情報提供という介

入プログラムについて検討を行った。 

 

３．研究の方法 

新生児集中治療室（NICU）退院後の養育者の状況を、うつ指標、ボンディング指標、かか

わり指標、レジリエンス指標等を用いて経時的に把握した。養育者のレジリエンス向上につ

ながると考えられる子どもの特性を理解し知識の習得を促すための情報提供を、情報通信

技術（スマートフォンアプリケーション）を用いた介入として行い、養育者のレジリエンス

が変化するか検証した。 

 

４．研究成果 

【病院情報システム（HIS）からの情報取得と患者家族への情報提供】 

極低出生体重児に関する入院中の情報は、新生児集中治療室(NICU) の重症部門システム

から、外来通院中の診療情報は、病院電子カルテシステムからそれぞれ自動的に取得され、

患者単位で抽出用データベースに保存された。同意取得済の臨床情報は外部クラウド型

データベースヘ自動的にアップロードされた。臨床情報は養育者向けにグラフ化や図示化

が行われ、養育者は児の臨床情報を自身が保有するスマートデバイスの端末上から、それら

の情報を閲覧することが可能となった。 

 

【患者家族とのＩＣＴを利用した情報共有】 

研究期間中に新型コロナウイルス感染拡大が起こり、病院への通院制限や面会の大幅な

制限が発生したため、当初の計画から大幅に研究を修正し、アプリケーション開始前の群を

対象とし、アプリケーション開始後の研究参加に同意した対象者を全て介入群に組込む前

後比較による観察研究とした。 

アプリケーション開始前非介入群 16 名、開始後介入群に 21 名の対象患者が研究に参加

した。複数回の質問紙調査が実施できた非介入群 11 名、介入群 17 名についてエジンバラ

産後うつ病質問票の変化について検証したところ、非介入群ではスコアが横ばいまたは低

下した者が 6 名、上昇した者が 5 名であったのに対し、介入群では横ばいまたは低下した

者 13 名、増加した者 4 名であった。Fischer の正確検定においては両群に有意な差は認め

られなかった（p=0.41）。またエジンバラ産後うつ病質問票のスコア値とボンディング指標

のスコア値との間には有意な相関は認められなかった。 

 

今回の研究では統計学的な有意差は認められなかったが、研究参加者からは本アプリ

ケーションに対する好意的な感想が寄せられたことから、今後も引き続き児の情報共有に

関する研究を進めてゆきたいと考える。 
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